
郵便番号

住　　所

氏　　名 印

ｋｌ

335 台

ｔ－CO2

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

事業活動地球温暖化対策計画書

（第１面）

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

自動車のレンタル

045-721-6311

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

管理グループ

横浜市保土ヶ谷区狩場町65

045-721-5411

株式会社トヨタレンタリース横浜

川崎市川崎区貝塚1-1-3

規則第４条第１号該当事業者

中分類

Ｋ

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

担当部署

連 絡 先

第１号様式

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

70

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

主 た る 事 務 所 又は
事 業 所 の 所 在 地

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類

上記以外の事業者（任意提出事業者）

不動産業， 物品賃貸業 

物品賃貸業

240-0025

横浜市保土ヶ谷区狩場町65

株式会社トヨタレンタリース横浜

代表取締役　横田　昇



（第２面）

計 画 期 間 平成22年度　　～　　　　平成24年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

別添　指針様式第１号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

別添　指針様式第１号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

別添　指針様式第１号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

低公害車・低燃費車への入替を順次行い、排出量の抑制を図る
　
　　　　　　詳細は、指針様式第１号（第４面、第５面）のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

なし

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

神奈川県内の森林を守り緑化を推進する緑の募金に参加
レンタカーご利用者へのエコドライブの呼びかけ

　　　　　　詳細は、指針様式第１号（第６面）のとおり

備　　　考 なし

　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第１面）

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業活動地球温暖化対策計画

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

（１）温室効果ガス排出量の少ない車両の積極的導入
　車両導入時に可能な限り低公害車・低燃費車を選択する。
（２）効率の良い走行、環境に配慮した自動車の使用方法(エコドライブ）を推進
　目的地まで効率的に到達するためにレンタカーにカーナビゲーションシステムを積極的に搭
載。さらに停車時のエンジンオフ、急発進・急加速をしない運転方法などを従業員が心がける
とともにレンタカー貸出店舗においてお客様にもエコドライブを呼びかける。

代表取締役

計画管理責任者
（環境担当役員　管理本部長）

ＣＳＲ委員会

計画推進責任者
（本社管理グループ）

推進責任者
（レンタカー店舗各ブロック長）

第１ブロック 第2ブロック 第3ブロック

監査の実施
車両保有計画・代替管理

車両運用管理

レンタカー店舗



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第３面）

４　温室効果ガスの排出の量の削減目標等（第３号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量

基 準 年 度 年度 目 標 年 度 年度

（ 実 ） 977 （実 ） 938

（ 調 ） 977 （調 ） 938

（ 実 ） 4.0 （実 ） 39

（ 調 ） 4.0 （調 ） 39

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等

原 単 位 の 活 動 量 単 位

基 準 年 度 の 値 目 標 年 度 の 値

削 減 率 ％

 走行距離、輸送量
以外の原単位を使
用した場合の理由

　 ウ　目標設定に関する考え方

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）

　 ア　基準排出量と目標排出量

　温室効果ガスを削減する方法として、自動車の更新にあたり低公害車・低燃費車に入替える
方法を中心に据え、平成22年3月末現在川崎市内で保有している乗用車の内計画期間内に入替え
ることのできる45台をハイブリッド車にした場合、温室効果ガスを4％削減することが可能であ
ると見込まれる。
　また、自動車の運用面においても停車時のエンジンオフ、急発進・急加速をしないエコドラ
イブを従業員のみならず、レンタカー店舗においてお客様にも積極的に呼びかけ、更なる削減
を図る。

なし

平成21 平成24

基 準 排 出 量 t-CO2 目 標 排 出 量 t-CO2

削 減 率 ％ 削 減 量 t-CO2



５　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の内容

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第４面）

 事業所等に係る
 温室効果ガスの
 排出の量の削減
 を達成するため
 の具体的措置

 (第１号、第２
 号、第４号該当
 者等)

 自動車に係る温
 室効果ガスの排
 出の量の削減を
 達成するための
 具体的措置

 (第３号該当者
 等)

○推進体制の整備
　事業活動温暖化対策責任者・推進者を任命し、温室効果ガス削減に向け
た情報の共有を図る。

○低公害車・低燃費車の導入
　自動車の購入にあたり、ハイブリッド車等低公害車・低燃費を積極的に
導入する。

○自動車の適正走行
　車両走行効率を向上させるナビゲーションシステム・ＥＴＣ等を積極的
に搭載する。

○エコドライブの促進
　従業員のみならず、レンタカーをご利用されるお客様にもエコドライブ
を積極的に呼びかける。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第５面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用計画及び前年度末における利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

　 イ　再生可能エネルギー源等の利用計画及び利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

　 ウ　再生可能エネルギー源等の価値の保有計画及び保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

 (３) 基準年度の末日までに完了した主な対策内容

○ハイブリッド車等低公害車・低燃費車の導入は基準年度以前から積極的に行っている。



○神奈川県内の森林を守り緑化を推進する緑の募金に参加。
○レンタカーご利用者へのエコドライブの呼びかけ。

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

７　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

なし



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第７面）

８　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績

 (１) 事業者単位

　 ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

事業所の所在地

　 イ　第３号該当者等

日本標準産業分類
細分類番号

日本標準産業分類
細分類番号

事業所に係る
事業の名称

日本標準産業分類

細分類番号

温室効果ガス
の排出の量

事業所に係る
事業の名称

事業所数

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

エネルギー使用量の規模

事業所の所在地

400～500kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

100kl 未満

300～400kl 未満

200～300kl 未満

100～200kl 未満

事業所数

977

t-CO2

t-CO2
977



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第８面）

９　自動車の使用状況（第３号該当者等）

 (１) 車両の種別　（前年度末日時点）

335 台

普通貨物自動車 12 台

小型貨物自動車 48 台

大型バス 0 　台

マイクロバス 6 台

乗用自動車 269 台

特種自動車 0 台

 (２) 燃料の種別　（前年度末日時点）

335 台

電気自動車 0 台 0 ％

天然ガス自動車 0 台 0 ％

メタノール自動車 0 台 0 ％

ハイブリッド自動車 32 台 9.6 ％

プラグインハイブリッド車 0 台 0 ％

燃料電池自動車 0 台 0 ％

水素自動車 0 台 0 ％

ガソリン自動車（ハイブリッド除く） 262 台 78.2 ％

ディーゼル自動車（ハイブリッド除く） 41 台 12.2 ％

ＬＰＧガス車 0 台 0 ％

その他 0 台 0 ％

うち低燃費車※の台数 32 台 9.6 ％

※低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準（トップ

    ランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

内訳

内訳

総　数

総　　　数
台数

台数 比率


